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 6.2 全庁的な取組体制の構築および情報管理と共有方策 

  公共施設等のマネジメントの推進は、町が所有する全ての公共施設等の状況や利用状況等を一元的に管理する

とともに、責任や役割、意思決定を確実に実行できる横断的な組織体制を構築して、全庁的に推進します。また、

町のホームページで進行状況を公開するなど、議会をはじめ、広く地域住民から意見を聴取しながら進めます。 
 

6.3 現状や課題に関する基本認識 

  人口推計から、人口の減少、少子・高齢化、児童数の減少、一人暮らし世帯の増加、過疎化などが、問題とな

っています。「第 5 次大間町総合計画」に基づく各施策の推進と並行して、施設の配置の最適化が求められます。 
 

 6.4 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

  基本的な考え方には、「点検・診断等の実施方針」、「維持管理・修繕・更新等の実施方針」、「安全確保の実施方

針」、「耐震化の実施方針」、「長寿命化の実施方針」、「統合や廃止の実施方針」、「体制の構築方針」があります。

全般的には、国の指針に基づいて既に実践されていますが、「体制の構築方針」は、職員一人ひとりは、従来の所

管課ごとの管理から庁内横断的な管理の意識と経営的な視点を持ち、全庁的に横断的な体制を構築します。 
 

 6.5 フォローアップの実施方針 

  ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルを活用し、定期的な進捗管理や見直しを継続的に実施します。

また、定期的に進捗管理や見直しをするため、「公共施設等更新費用試算ソフト」の、定期的データメンテナンス

を義務化します。 
 

７ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

  施設類型ごとに、その特性や町の事情を踏まえ、基本的な方針を定めます。人口減少など社会構造の変化に起

因して、影響が及ぶと想定される施設は、以下に基本方針を定め、更新・統廃合・長寿命化を計画的に実施しま

す。なお、個別施設計画の策定については、策定済みのものは当該計画をもって個別施設計画とします。 
 

策定済みの個別計画 

施設類型 計画名 策定年月 計画期間 

公営住宅 公営住宅等長寿命化計画 平成 24 年 3 月 平成 25～34 年度 

橋 梁 橋梁長寿命化計画 平成 24 年 3 月 平成 26～35 年度 

 

住民文化系施設 

  除却予定の公民館（2 棟）を除き、集会施設の 4 棟は、地域活動や防災拠点の役割があることから、計画的に、

更新・統廃合・長寿命化を実施します。また、人口の動向を見極め、配置の最適化に努めます。 
 

 スポーツ・レクリエーション系施設 

  スポ・レク系施設は、棟数も少なく、当面は現状維持に努めます。災害時の防災拠点の役割もあることから、

耐震化の状況を再確認するとともに、定期的な点検を行い、計画的に修繕や改修を実施します。 
 

 産業系施設 

  多くが、第一次産業に係る施設となっています。全 28 棟のうち 12 棟が築 30 年以上経過していることから、

大規模改修や更新（建替え）の検討を実施し的確に対応します。 
 

 学校教育系施設 

 児童数の減少が課題ではありますが、各地区の重要な拠点でもあることから、現在の配置を妥当として当面は

維持します。「学校施設に関する長寿命化計画」を策定して、計画的な維持管理に努めます。 
 

 子育て支援施設、保健・福祉施設 

  子育て支援施設は、人口動向を見極めながら、状況によっては複合化を検討します。安全・安心の観点から、

定期的に点検を行い、計画的な修繕・改修に努めます。 

  保健・福祉施設については、特に、高齢福祉施設において、超高齢社会に備え、新設も含め配置の最適化を計

画的に進めます。 
 

 行政系施設 

  庁舎移転計画に伴い、役場関係の施設は除却予定であることから対象外としています。そのほかの施設では、「大

間消防署」の耐震診断と耐震化、大間町コミュニティ消防センターなどの消防関連施設は、救助活動に支障をき

たすことがないように、維持管理を徹底します。人口の動向によっては、統廃合など配置の最適化を進めます。 
 

 公営住宅 

  鉄筋コンクリート造の「大間平第 2 団地」と「大間平団地」のほかは、構造が木造で建築年度も古く、耐用年

数を経過しています。財政状況を勘案し、町民の意識や町内の住宅事情を見極めながら、住宅の整備を推進しま

す。 
 

 その他施設 

  その他施設は、教職員住宅、車庫、公衆便所、斎場等となっています。特に、教職員住宅については、児

童数の動向や、教員の適正な配置と住宅の利用実態を調査しながら、配置の最適化を進めます。 
 

 道路、橋梁 

  道路は「町道ストックメンテナンスサイクル」を策定し、橋梁にあっては「橋梁長寿命化計画」の方針に基づ

き、事後対応型維持管理から予防保全型維持管理へと円滑な転換を図り、快適な生活環境の提供と災害時の避難

経路を確保するため、計画的な整備を推進します。 
 

 上水道、下水道 

  上下水道は、市民生活や社会経済活動に不可欠の重要なライフラインであるため、地震等の非常事態において、

機能が停止しないように、または被災した場合でも速やかに復旧できる体制の確保が必要といわれています。「ア

セット（又はストック）マネジメント計画」を策定して、老朽化対策や耐震対策等を計画的に進めます。 
 

 農業施設 

  農業施設の農業用ため池 1 箇所は、周辺及び下流域の地域住民の生命や財産に、被害を及ぼす危険性を点検調
査し、防災・減災の環境保全を図ります。今後の活用見通しを見極め、改築や廃止を検討します。 

 

８ まとめ 

  「大間町公共施設等総合管理計画」策定の主なポイントは、将来人口が減少して少子・高齢化が進むこと、財

政基盤が極めて厳しい環境にあること、公共施設等の将来 40 年間の 1 年平均更新費用は、直近 5 年平均の投資

的経費では不足であるなどの結果から、公共施設等の今後のあり方は、「新しい施設は造らない」、「施設面積を縮

減する」、「施設は大切に賢く使う」の三つの原則を柱として、財政状況を見極めながら、現状維持、更新（建替

え）、統廃合、複合化、長寿命化等、建物の配置の最適化を、バランスよく推進します。 

 


